
1 

 

 

 

 

 

医療介護総合確保促進法に基づく  

令和４年度千葉県計画に関する 

事後評価 

（個票部分抜粋） 

 

 

 

令和７年１月 

千葉県 



2 

 

事業の区分 １―２．地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関

する事業 

事業名 【NO.7】 

単独支援給付金支給事業 
 

【総事業費】 

184,680千円 

事業の対象となる区域 東葛南部、東葛北部、山武長生夷隅 

事業の実施主体 千葉県内の医療機関 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウ

イルス感染症への対応により顕在化した地域医療の課題への対応を含

め、地域の実情に応じた質の高い効率的な医療提供体制の構築が必要。 

アウトカム指標： 

令和５年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能毎の病床数 

医療機関数 ３医療機関→３医療機関 

高度急性期 ４２９床→３８４床 

急性期病床 ３３６床→２７２床 

回復期病床 ２０床→２０床 

慢性期病床 ４４床→４０床 

事業の内容（当初計画） 地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編の実施

に伴い、減少する病床数に応じた給付金を医療機関に対し支給する。 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

対象となる医療機関数 ３医療機関 

アウトプット指標（達成値） 対象となる医療機関数 ３医療機関 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

令和５年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能毎の病床数 

医療機関数 ３医療機関 

高度急性期 ３８４床 

急性期病床 ２７２床 

回復期病床 ２０床 
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慢性期病床 ４０床 

（１）事業の有効性 

地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編の実施

が進むことで、地域医療構想の達成に向け、効果的であると考える。 

（２）事業の効率性 

地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ自主的に病床数を減少する医療

機関に対し財政支援することにより、地域医療構想の実現に向けた取組

の促進が図られた。 

その他 R5基金執行額：104,880千円 

R4基金執行額：79,800千円 

 

事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.8】 

医療と介護で作る地域連携推進事業 
 

【総事業費】 

8,000千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房 

・君津・市原 

事業の実施主体 千葉県医師会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 在宅医療等に係る患者数が、平成 25年度の約4.4 万人から令和 7 年には

7.8 万人に増加することが見込まれる中、住み慣れた地域で療養や生活

を継続できるよう、地域の実情に応じた在宅医療・介護の提供体制を整

備する必要がある。 

アウトカム指標： 

入退院支援を実施している診療所数・病院数 147か所（令和 4 年度） 

→164か所（令和 5年度） 
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事業の内容（当初計画） 地域の実情に応じた多職種連携の基盤強化と取組の全県普及を図るとと

もに、県民に対するかかりつけ医や在宅医療に関する知識の普及啓発を

進める。 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

医療・介護分野の連携強化が必要な地域において、モデル地域で策定し

た入退院支援ルール等を活用し、当該地域で対応可能な入退院支援のル

ールづくり等の取組を行う。（３地域程度） 

アウトプット指標（達成値） 医療と介護の連携強化を目指す４地域(松戸、山武郡市、安房、  君津)

において、多職種連携体制を整備するための取組を行った。 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

入退院支援を実施している診療所数・病院数 149か所 

【未達成の原因等】 

当初の目標値は新型コロナウイルス感染症流行前のデータを基に推計し

た数値であり、感染拡大の影響により目標値を下回った可能性がある。

しかし、指標値は増加傾向にあり、医療・介護連携の強化に寄与したと

考えられる。 

（１）事業の有効性 

入退院支援ルールづくり等の取組が医療介護連携の推進につながった。

また、多職種と連携して取り組む過程において、地域の関係機関と顔の

見えるつながりが構築され、今後の連携に有効に働いた。 

（２）事業の効率性 

各地域で検証・実践してきた入退院支援ルールづくり等の取組を県内全

体で共有できており、入退院支援実施医療機関及び地域が効率的に増え

ることが期待できた。 

その他 R5基金執行額：6,813千円 

R4基金執行額：1,187千円 
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事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.9】 

地域リハビリテーション支援体制整備推進事業 
 

【総事業費】 

22,510千円 

事業の対象となる区域 千葉、東葛南部、東葛北部、印旛、香取海匝、山武長生夷隅、安房、 

君津、市原 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 在宅医療等の利用見込者は令和7年に1日当たり7.8万人になると見込

まれており、訪問看護、訪問歯科、地域におけるリハビリテーション等

の在宅医療の仕組みの整備を行い、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活

できるための対策を進める必要がある。 

アウトカム指標：圏域支援拠点の機能を補完する協力機関の数（ちば地

域リハ・パートナー数） 

176箇所(令和5年3月時点)→200箇所（令和5年度） 

事業の内容（当初計画） 保健・医療・福祉等の関係機関からなる協議会を開催し、地域リハビリ

テーションに係る取組について協議するとともに、支援拠点病院におい

て在宅支援に係る多職種・多機関のネットワークづくり、在宅リハに係

る医療・介護従事者研修等を行う。 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

支援拠点病院の運営 

全県支援拠点１箇所（令和5年度） 

圏域支援拠点9箇所（圏域毎に１箇所）（令和5年度） 

アウトプット指標（達成値） 支援拠点病院の運営 

全県支援拠点 1 箇所（令和5年度） 

圏域支援拠点 9 箇所（圏域毎に1箇所）（令和5年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

圏域支援拠点の機能を補完する協力機関の数 

176箇所（R5.3月時点）→178箇所(令和5年度) 
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【未達成の原因等】協力機関の新規追加がある一方で、既指定先機関の

人員不足の影響等による辞退があったことが未達成の主な要因と考えら

れる。 

（１）事業の有効性 

・各広域支援センターにおいて特色ある取組みを継続して行うことによ

り、市町村及び関係医療機関との連携をより密にし、圏域の特性に応じ

た地域リハビリテーション支援体制の推進を図ることができる。 

（２）事業の効率性 

・県支援センターが各広域支援センターへの助言や技術的支援等を行

い、広域支援センターが関係機関相互の連携支援体制の構築や市町村へ

の事業協力等をすることで、組織的な支援体制を構築できる。 

その他 R4基金執行額：11,280千円 

 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.25】 

看護師等学校養成所運営支援事業 

【総事業費】 

305,783千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君

津・市原 

事業の実施主体 看護師等養成所 

事業の期間 令和４年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 県内の看護師等養成所が看護師確保に果たす役割は大きいが、経営基盤

が脆弱であるため、運営支援が求められている。 

看護師等学校養成所等卒業生の県内就業率 

66.6％（令和4年3月卒業生）→68.8％（令和6年3月卒業生） 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所の教育を充実させるため、養成所の運営に必要な経費に

対して助成する。 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

運営費補助看護師等養成所数 14施設（令和5年度） 
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アウトプット指標（達成値） 運営費補助看護師等養成所数 14施設（令和5年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

県内就業率62.8％（令和6年3 月卒業生） 

【未達成の原因等】 

令和６年３月卒業生の入学時の入学状況調査にて県内出身入学者の割合

は令和２年度６２．０％、令和３年度６５．０％であり、県内出身者は

県内に留まるが、県外出身者は地元にもどる傾向にあることが推測され

る。また、大学と准看護師課程の進学率が上昇していることが要因と考

えられる。 

（１）事業の有効性 

看護師等養成所運営費の補助を通じて、県内の就業率の上昇に 

寄与し、看護師確保に効果があると考える。 

（２）事業の効率性 

養成所の運営に必要な経費に対し県内就業率に応じて助成を行うこと

で、効率的に運営支援が図られている。 

その他 R4基金執行額：305,783千円 
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事業の区分 Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【NO.48】 

介護基盤整備交付金事業 
 

【総事業費】 

1,540,530千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷隅・安房・君

津・市原 

事業の実施主体 社会福祉法人等 

事業の期間 令和５年４月１日～令和７年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニーズ 住み慣れた地域で継続して日常生活を営むことができるよう、地域密着

型サービス等の介護サービス提供体制の整備を進める必要がある。 

アウトカム指標：（令和４年度→令和５年度の目標値） 

認知症高齢者グループホーム  

7,800床（令和4年度）→8,416床（令和5年度） 

小規模多機能型居宅介護事業所 

149箇所（令和4年度）→173箇所（令和5年度） 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 38箇所（令和4年度）→57箇所（令和5年度） 

認知症対応型デイサービスセンター  

88箇所（令和4年度）→94箇所（令和5年度） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

 59箇所（令和4年度）→80箇所（令和5年度） 

事業の内容（当初計画） 〇地域密着型サービス施設等の整備等に対する助成を行う。 

（整備予定施設等） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所、 

認知症対応型デイサービスセンター、地域包括支援センター 

介護予防拠点、施設の大規模修繕・耐震化整備   
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〇介護サービスの改善を図るための既存施設の改修に対して支援を行

う。 

（整備予定施設等） 

プライバシー保護のための改修、介護施設等の看取り環境の整備 

共生型サービス事業所の整備 

〇介護従事者の働く環境を整備するため、介護施設等に勤務する職員の

利用する宿舎整備の支援を行う。 

（整備予定施設等） 

宿舎整備 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

（施設整備数） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 17カ所 

認知症高齢者グループホーム 18カ所 

小規模多機能型居宅介護事業所 15カ所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 15カ所 

認知症対応型デイサービスセンター 1カ所 

地域包括支援センター 5カ所 

介護予防拠点 1カ所 

施設の大規模修繕・耐震化整備 10カ所  

プライバシー保護のための改修等 6カ所 

介護施設等の看取り環境の整備 7カ所 

共生型サービス事業所の整備 3カ所 

宿舎整備 6カ所 

アウトプット指標（達成値） 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １箇所 

認知症高齢者グループホーム ３箇所 

小規模多機能型居宅介護事業所 ０箇所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 4カ所 

認知症対応型デイサービスセンター ０箇所 

地域包括支援センター １箇所 

介護予防拠点 １カ所 
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施設の大規模修繕・耐震化整備 ６カ所 

プライバシー保護のための改修 ３カ所 

介護施設等の看取り環境の整備 ５カ所 

共生型サービス事業所の整備 ０カ所 

宿舎整備 ２箇所 

【未達成の原因等】 

公募の不調や選定事業者辞退による計画の先送りにより、目標を達成で

きなかった。 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

地域密着型特別養護老人ホーム 2,019床 

認知症高齢者グループホーム 7,940床 

認知症対応型サービスセンター 83箇所 

小規模多機能型居宅介護事業 152箇所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 42箇所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 63箇所 

【未達成の原因等】 

公募の不調や選定事業者辞退による計画の先送りにより、目標を達成で

きなかった。 

（１）事業の有効性 

地域密着型サービス施設等の施設整備費に対して助成することにより、

地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進することに効果

があると考える。 

（２）事業の効率性 

地域密着型サービス等の整備に対する助成をし、効率的な介護サービス

提供体制の整備を行う。 

その他 H28基金執行額：236,462千円 R4基金執行額：256,348千円 

R5基金執行額：1,047,720千円 
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事業の区分 Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【NO.50】 

地域密着型施設等の開設準備支援等事業交付金 
 

【総事業費】 

493,434千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷隅・安房・君

津・市原 

事業の実施主体 社会福祉法人等 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 住み慣れた地域で継続して日常生活を営むことができるよう、地域密着

型サービス等の介護サービス提供体制の整備を進める必要がある。 

アウトカム指標：（令和４年度→令和５年度の目標値） 

地域密着型特別養護老人ホーム 

1,990床（令和4年度）→2,144床（令和5年度） 

認知症高齢者グループホーム 

7,800床（令和4年度）→8,416床（令和5年度） 

小規模多機能型居宅介護事業所 

149箇所（令和4年度）→173箇所（令和5年度） 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 

38箇所（令和4年度）→57箇所（令和5年度） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

59箇所（令和4年度）→80箇所（令和5年度） 

事業の内容（当初計画） ①介護施設等の開設・設置に必要な準備経費等に対して支援を行う。 

（整備予定施設等） 

地域密着型特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ 

認知症高齢者グループホーム 

小規模多機能型居宅介護事業所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

訪問看護ステーション 
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介護医療院等への転換 

②介護予防・健康づくりを行う介護予防拠点における防災意識啓発の取

組支援 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

（整備施設数） 

地域密着型特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ 5カ所 

認知症高齢者グループホーム 27カ所 

小規模多機能型居宅介護事業所 15カ所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 15カ所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 17カ所 

訪問看護ステーション 8カ所 

介護医療院等への転換 1カ所 

介護予防・健康づくりを行う介護予防拠点における防災意識啓発の取組

支援 2カ所 

アウトプット指標（達成値） （整備施設数） 

地域密着型特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ 4カ所 

認知症高齢者グループホーム 12カ所 

小規模多機能型居宅介護事業所 3カ所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 5カ所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 4カ所 

訪問看護ステーション 6カ所 

介護医療院等への転換 1カ所 

介護予防拠点・健康づくりを行う介護予防拠点における防災意識啓発の

取組支援 2カ所 

【未達成の原因等】 

選定事業者辞退による計画の先送り、工期の遅延により目標を達成でき

なかった。 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

地域密着型特別養護老人ホーム 2,019床 
認知症高齢者グループホーム 7,940床 
小規模多機能型居宅介護事業 152箇所 
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看護小規模多機能型居宅介護事業所 42箇所 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 63箇所 

【未達成の原因等】 

選定事業者辞退による計画の先送り、工期の遅延により目標を達成でき

なかった。 

（１）事業の有効性 

地域密着型サービス施設等の開設準備経費に対して助成することによ

り、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進することに

効果があると考える。 

（２）事業の効率性 

地域密着型サービス施設等の開設に必要な準備経費に対して支援し、効

率的な介護サービス提供体制の整備を行う。 

その他 R4基金執行額：34,808千円 R5基金執行額：458,626千円 

 

 

 

 

 

 


